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（重要な会計方針） 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国

立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立

大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和５年４月１３日最

終改訂））（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用しています。なお、国立大学法人会計基

準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令和５事業年度から適用しま

す。 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しています。 

なお、文部科学省の指定に従い「基幹運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」に充当される

運営費交付金の一部については、業務達成基準あるいは費用進行基準を採用しています。また、「国

立大学法人神戸大学における運営費交付金及び授業料の収益化基準等に関する要項」及び「国立大学

法人神戸大学における運営費交付金及び授業料の収益化基準等に関する要項の取扱について」に基づ

き学長の承認した法人内プロジェクト事業等については、業務達成基準を採用しています。 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用年数は以下

のとおりです。 

建物 ６～４７年 

 構築物  １０～６０年 

 機械装置 ４～１７年 

工具器具備品 ３～１５年 

船舶 ４～１４年 

車両運搬具  ４～ ６年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（国立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額と

して資本剰余金から控除して表示しています。 

（２）無形固定資産

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

償却しています。 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与引当金は、翌事業年度の運営費交付金により財源措置がされない教職員への賞与の支出に備

えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上していま

す。 

  なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与

引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除して計算しています。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職給付に係る引当金は計上

  していません。ただし、一部の教職員については、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づ

  き計上しています。 

8



確定給付企業年金等から支給される年金給付については、運営費交付金により確定給付企業年金等

への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し

ていません。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学法人会

計基準第３４に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権は

個別に回収可能性を勘案し、それぞれ回収不能見込額を計上しています。 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法）を採用しています。 

（２）関係会社株式 

    移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しています。 

（３）その他有価証券 

    時価法を採用しています。 

７．収益及び費用の計上基準 

附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診療

費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該

履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識し

ております。 

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準    低 価 法 

 評価方法    移動平均法 

 ただし、医薬品及び診療材料以外については、最終仕入原価法によっています。 

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。 

10．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

11．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

 

（会計方針の変更） 

受託研究等収入により購入した償却資産については、前事業年度まで当該研究期間を耐用年数としてい

ましたが、国立大学法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度より、法人税法上の耐用年数を耐用年数とし

ています。この結果、当事業年度において経常利益が 217,870 千円増加し、当期純利益及び当期総利益が

217,870 千円増加しております。 
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（貸借対照表注記） 

１．当法人が有している土地（83,255,446 千円）及び建物（45,968,193 千円）の一部を大学改革支援・

学位授与機構長期借入金（10,933,050 千円）の担保に供しています。 

２．未収附属病院収入に含まれる契約資産については、総額に重要性が乏しいため、注記を省略していま

す。 

３．前受金に含まれる契約負債については、総額に重要性が乏しいため、注記を省略しています。 

４．当事業年度末における債務保証の額は、988,153千円です。 

５．運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額は、1,667,826 千円です。 

６．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、15,941,615 千円です。 

７．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物・建物附属設備・構築物等の時価評価等により、借入金  

見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

    附属病院に関する借入金の元金償還額の累計             45,938,173 千円 

    当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計           42,974,884 千円 

    利益剰余金に与える影響額（差引き）                 2,963,290 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重に 

なっていることによるもの 

   法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資産の減価 

償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計額      925,988 千円 

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの 

出資でなく譲与としたことによるもの                   731,758 千円 

（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国か 

らの出資でなく譲与としたことによるもの                 433,417 千円 

    5,054,452 千円 

 

 

（損益計算書注記） 

１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物・建物附属設備・構築物等の時価評価等により、借入金 

見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

   附属病院に関する借入金の元金償還額               2,407,240 千円 

   当該借入金により取得した資産の減価償却費              1,689,857 千円 

   当期総利益に与える影響額（差引き）                    717,384 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重に 

なっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資産の減

価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額 

                                         － 千円 

                                       717,384 千円 

 

 ２．運営費交付金等、寄附金及び預り補助金等を財源とする固定資産の減損額のうち、中期計画等で想

定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損額はありません。 
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（キャッシュ・フロー計算書注記） 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                                   16,981,137 千円 

うち定期預金                                   9,490,000 千円 

資金期末残高（差引き）                              7,491,137 千円 

２．重要な非資金取引 

（１）現物寄附による固定資産の取得                     684,249 千円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得                            123,089 千円 

 

（減損会計の適用について） 

 減損を認識した固定資産に関する事項 

（１） 減損を認識した固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 

（単位：千円） 

減損を認識し

た固定資産 
用途 場所 種類 

帳簿価額 

（令和５年度末帳簿価額） 

附属中等教育

学校明石校舎 
校舎用地 明石市山下町 土地 654,626 

工学部宿舎 職員宿舎 
神戸市灘区 

一王山町 
土地 42,338 

養正館 共用施設 
神戸市東灘区 

深江本町 
土地 206,860 

五宮宿舎 職員宿舎 
神戸市兵庫区 

五宮町 
土地 34,100 

踊松宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区 

深江本町 
土地 161,370 

 

（２） 減損の認識に至った経緯 

 附属中等教育学校明石校舎は、平成３０年１月２３日学長制定「学生宿舎、職員宿舎及び附属学校

の機能移転及び集約化の基本方針」に基づき、当該土地は今後、使用しないという決定を行ったた

め、減損を認識しています。 

 工学部宿舎は、平成２８年１２月６日学長制定「職員宿舎の整理統合に向けた基本方針について」

に基づき、令和２年３月３１日以降の特定の日から使用しないという決定を行いました。その後、用

途廃止に伴い、減損を認識しています。 

 養正館は当法人に来学する者の宿泊並びに当法人職員の会議、研修及び福利厚生等に資するための

施設であり、その使用目的に沿った機能を有しておりますが、使用実績が取得時に比べ著しく低下し

ており、将来的な稼働を確実に見込むに足りる計画が現段階では想定されていないため、令和３年度

より減損を認識しています。 

 五宮宿舎、踊松宿舎は、令和４年３月２９日学長制定「学生宿舎、職員宿舎等の活用基本方針」に

基づき、令和５年３月３１日以降の特定の日から使用しないという決定を行いました。その後、用途

廃止に伴い、今後、使用する見込みがなくなったため、減損を認識しています。 
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（３） 減損額の内訳 

 

 

（４） 回収可能サービス価額の算定方法 

附属中等教育学校明石校舎、工学部宿舎、養正館、五宮宿舎、踊松宿舎の土地については、回収可

能サービス価額として正味売却価額を採用し、鑑定評価額に地価公示価格及び基準地価格の推移によ

る変動率を勘案した額を正味売却価額として算定しています。 

 

翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産に関する事項 

（１） 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 
    （単位：千円） 

使用しないという決

定を行った固定資産 
用途 場所 種類 

帳簿価額 

（令和５年度末帳簿価額） 

海洋実習施設 実習施設 
南あわじ市 

松帆古津路 

土地 174,290 

279,456 建物・建物

附属設備・

構築物 

105,166 

北青木合同宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区 

北青木 

土地 440,530 

489,829 建物・建物

附属設備・

構築物 

49,299 

赤塚山第二合同宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区

住吉山手 

建物・建物

附属設備・

構築物 

89,259 

 

  

    （単位：千円） 

減損を認識した 

固 定 資 産 
種類 

損益計算書 

計上額 

損益計算書 

非計上額 
計 

附属中等教育学校 

明石校舎 
土地 －  －  －  

工学部宿舎 土地 －  －  －  

養正館 土地 －  －  －  

五宮宿舎 土地 －  －  －  

踊松宿舎 土地 －  －  －  
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（２）使用しなくなる日

使用しないという決定を行った固定資産 使用しなくなる日 

海洋実習施設 令和６年４月１日以降を予定 

北青木合同宿舎 

赤塚山第二合同宿舎 
令和９年３月３１日以降を予定 

（３）使用しないという決定を行った経緯及び理由

海洋実習施設は海洋における実験・実習及び学術研究を行うことを目的としている施設であり、現

在もその利用目的に沿った機能を有し、維持管理を恒常的に行っているが、南あわじ市の慶野松原観

光まちづくり計画に必要となる宿泊施設用地について、当該自治体からの譲渡要望に応じる予定であ

るため、特定の日から使用しないという決定を行いました。なお、南あわじ市への譲渡は令和６年度

以降を予定しています。 

北青木合同宿舎、赤塚山第二合同宿舎については、今後の有効活用方策を検討中であり、使用しな

くなる日までは、引き続き職員宿舎等として維持管理を行うこととなるため、減損の認識には至りま

せんでした。 

（４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

海洋実習施設は使用を取り止め、廃止の時期が決定した時点で、また北青木合同宿舎、赤塚山第二

合同宿舎は入居者の退去が完了し、廃止の時期が決定した時点で、帳簿価額、回収可能サービス価額

及び減損額の見込額を算出します。 
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（重要な債務負担行為） 

（単位：千円） 

件名 契約始期 契約終期 契約金額 
うち翌期以降 

支払額 

共焦点レーザー顕微鏡 一式 
令和 6 年 

3 月 18 日 

令和 6 年 

6 月 30 日 
34,980 34,980 

電界放出形走査電子顕微鏡（FE-SEM）システ

ム 一式

令和 6 年 

2 月 5 日 

令和 6 年 

6 月 30 日 
60,456 60,456 

研究用電子計算機システム 一式 
令和 6 年 

8 月 1 日 

令和 11 年 

7 月 31 日 
112,451 112,451 

多機能走査型 X 線光電子分光分析装置 一式 
令和 5 年 

9 月 8 日 

令和 6 年 

8 月 30 日 
114,124 114,124 

引用文献データベースおよび研究評価ツール

の使用権許諾 一式 

令和 6 年 

4 月 1 日 

令和 11 年 

3 月 31 日 
179,919 179,919 

神戸大学情報ネットワークシステムの保守 

一式 

令和 6 年 

4 月 1 日 

令和 7 年 

3 月 31 日 
53,133 53,133 

神戸大学（ポートアイランド）バイオものづ

くり共創拠点（仮称）新営その他工事 

令和 5 年 

12 月 26 日 

令和 6 年 

5 月 20 日 
1,034,000 620,400 

神戸大学（ポートアイランド）バイオものづ

くり共創拠点（仮称）新営機械設備工事 

令和 5 年 

12 月 4 日 

令和 6 年 

5 月 20 日 
201,520 201,520 

神戸大学（ポートアイランド）バイオものづ

くり共創拠点（仮称）新営電気設備工事 

令和 5 年 

10 月 23 日 

令和 6 年 

5 月 20 日 
171,930 103,158 

神戸大学（ポートアイランド 2）国際がん医

療・研究センター研究棟新営その他工事 

令和 5 年 

6 月 23 日 

令和 6 年 

8 月 30 日 
930,259 412,819 

神戸大学（ポートアイランド 2）国際がん医

療・研究センター研究棟新営機械設備工事 

令和 5 年 

6 月 6 日 

令和 6 年 

8 月 30 日 
157,740 95,612 

神戸大学（ポートアイランド 2）国際がん医

療・研究センター研究棟新営電気設備工事 

令和 5 年 

5 月 24 日 

令和 6 年 

8 月 30 日 
162,030 98,758 

神戸大学（楠）医学部附属病院基幹・環境整

備（受変電設備等）工事 

令和 4 年 

12 月 22 日 

令和 6 年 

9 月 30 日 
225,500 135,300 

神戸大学（楠）医学部附属病院基幹・環境整

備（熱源設備更新等）工事 

令和 5 年 

8 月 4 日 

令和 6 年 

9 月 30 日 
926,200 555,720 

神戸大学（六甲台 1）フロンティア館等空調

設備電源改修工事 

令和 5 年 

12 月 26 日 

令和 6 年 

9 月 30 日 
96,800 58,080 

神戸大学（六甲台 2）産官学連携本部増築棟

新営その他工事 

令和 5 年 

6 月 20 日 

令和 6 年 

5 月 15 日 
597,300 375,100 

神戸大学（六甲台 2）産官学連携本部増築棟

新営機械設備工事 

令和 5 年 

7 月 4 日 

令和 6 年 

5 月 15 日 
101,937 62,557 

検体検査システム ㈱トラストブレイン社製 

QREXIA 一式 

令和 6 年 

10 月 1 日 

令和 13 年 

9 月 30 日 
44,934 44,934 

神戸大学(楠)(仮称)研究棟 E 改修その他機械

設備工事 

令和 5 年 

11 月 1 日 

令和 6 年 

5 月 31 日 
115,107 85,080 

神戸大学(楠)(仮称)研究棟 E 改修その他工事 
令和 5 年 

11 月 7 日 

令和 6 年 

5 月 31 日 
253,363 182,083 

神戸大学(楠)(仮称)研究棟 E 改修その他電気

設備工事 

令和 5 年 

11 月 27 日 

令和 6 年 

5 月 31 日 
95,558 62,563 
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（金融商品の時価等の注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債、政府保証債等及び金銭の信託に限定し、資

金調達については、大学改革支援・学位授与機構及び民間金融機関からの借入れにより調達していま

す。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条の２において準用する独立行政法人通則法第４７条

及び国立大学法人法第３３条の５第２項の規定に基づき、公債、社債及び金銭の信託等を保有してい

ます。なお、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含しています

が、国立大学法人神戸大学資金運用管理規程に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況を

監視する資金運用管理委員会に報告しています。また、未収附属病院収入は、国立大学法人神戸大学

債権管理及び収入事務取扱要領並びに国立大学法人神戸大学医学部附属病院未収金管理基準に沿って

リスク管理を行っています。

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は、附属病院及び学生寄宿舎の整備

資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しています。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、市場 

価格のない株式等は、次表には含めていません。また、現金は注記を省略しており、預金、未収学生納

付金収入、その他未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注

記を省略しています。 

   （単位：千円） 

貸借対照表 

計上額(*1) 
時価（*1） 

差額（*1） 
(時価－貸借対照表計上額) 

(1) 有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券

②その他有価証券

1,626,757 

75,412 

1,590,647 

75,412 

△36,110

－ 

(2) 金銭の信託 4,291,009 4,291,009 － 

(3) 未収附属病院収入及び長期未

収入金
7,405,442 7,405,442 － 

  徴収不能引当金 (*2) △99,914 △99,914 － 

7,305,528 7,305,528 － 

(4) 大学改革支援・学位授与機構

債務負担金
 (988,153) (997,171) (9,017) 

(5) 長期借入金 (11,792,452) (11,881,323) (88,871) 

 (*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

(*2) 未収附属病院収入及び長期未収入金に計上している徴収不能引当金を控除しています。 

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

(単位：千円) 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 10,000 
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 （注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しています。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

います。 

 

有価証券及び投資有価証券 

公債及び社債については、金融機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類

しています。 

   

金銭の信託 

 金銭の信託については、金融機関から提示された価格によっており、信託財産の構成物のレベ

ルに基づきレベル２の時価に分類しています。 

 

未収附属病院収入 

未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等を用いた

割引現在価値法により時価を算定しており、レベル３の時価に分類しています。その他の未収附

属病院収入は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって

時価としています。 

 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しています。 

 

 

（賃貸等不動産の時価等に関する注記） 

 当法人は、兵庫県内において賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい

ため、注記を省略しています。 

 

 

（資産除去債務の注記） 

１．資産除去債務の内容 

当法人建物にアスベストを含有するものがあり、石綿障害予防規則等に基づく建物のアスベスト処

理費用です。 

  

16



２．支出発生までの見込期間、適用した割引率等 

  使用見込み期間を契約期間及び残存耐用年数にもとづき見積もり、割引率は期間に応じた長期国債 

利回りを使用しています。 

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容 

変動の内容 当事業年度における総額の増減 

当事業年度期首残高 127,629 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 千円 

その他 △24,221 千円

当事業年度末 103,408 千円 

４．貸借対照表に計上していない資産除去債務の内容、債務を合理的に見積もることができない理由 

当法人は建物内で放射線物質を使用しており、放射線廃棄物として廃棄処分することが義務付けられてい

ます。しかし、汚染状況の検査結果により除染作業等を行うこととなるため、将来の資産除去債務を合理的

に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務は計上していません。 

（退職給付に係る注記） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合法の

退職等年金給付制度を採用しています。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた

一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 

２． 確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金  854,833千円 

退職給付費用  177,290千円 

退職給付の支払額  △54,257千円

期末における退職給付引当金  977,866千円 

（２）退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用  177,290 千円 

３．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、214,225 千円であった。 
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（土地の譲渡に伴う資本金の減少に係る注記） 

名 称 宝塚宿舎の土地 

１．譲渡した土地の帳簿価額及

びその概要 

帳簿価額： 112,000,000円 

面 積 ： 1,001.61㎡ 

所 在 地 ： 兵庫県宝塚市武庫山一丁目 202番 

２．譲渡の理由 保有資産の見直しにより、不要と判断したため 

３．土地の譲渡による収入額 163,880,000円 

４．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額の算定にあたり、譲渡収

入額から控除した費用の額 

1,000,000円 

５．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額 

81,440,000円 

６．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

日 

令和 6年 3月 26日 

７．減資額 72,790,000円 

名 称 鈴蘭台合同宿舎の土地 

１．譲渡した土地の帳簿価額及

びその概要 

帳簿価額： 199,000,000円 

面 積 ： 2,905.16㎡ 

所 在 地 ： 兵庫県神戸市北区鈴蘭台西町三丁目 3番

27 

２．譲渡の理由 保有資産の見直しにより、不要と判断したため 

３．土地の譲渡による収入額 780,000,001円 

４．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額の算定にあたり、譲渡収

入額から控除した費用の額 

1,000,000円 

５．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額 

389,500,001円 

６．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

日 

令和 6年 3月 26日 

７．減資額 122,895,000円 
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名 称 ひよどり台合同宿舎の土地 

１．譲渡した土地の帳簿価額及

びその概要 

帳簿価額： 115,000,000円 

面 積 ： 6,344.20㎡ 

所 在 地 ： 兵庫県神戸市北区ひよどり台三丁目 6番 

２．譲渡の理由 保有資産の見直しにより、不要と判断したため 

３．土地の譲渡による収入額 212,345,000円 

４．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額の算定にあたり、譲渡収

入額から控除した費用の額 

1,000,000円 

５．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額 

105,672,500円 

６．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

日 

令和 6年 3月 26日 

７．減資額 169,385,000円 

 

 

名 称 山の街宿舎の土地 

１．譲渡した土地の帳簿価額及

びその概要 

帳簿価額： 12,100,000円 

面 積 ： 243.84 ㎡ 

所 在 地 ： 兵庫県神戸市北区緑町一丁目 2番 3 

２．譲渡の理由 保有資産の見直しにより、不要と判断したため 

３．土地の譲渡による収入額 10,303,200円 

４．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額の算定にあたり、譲渡収

入額から控除した費用の額 

1,000,000円 

５．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額 

4,651,600円 

６．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

日 

令和 6年 3月 26日 

７．減資額 9,755,000円 
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名 称 学而荘の土地 

１．譲渡した土地の帳簿価額及

びその概要 

帳簿価額： 88,710,000円 

面 積 ： 421.26 ㎡ 

所 在 地 ： 兵庫県神戸市灘区深田町一丁目 1番 15 

２．譲渡の理由 保有資産の見直しにより、不要と判断したため 

３．土地の譲渡による収入額 243,490,000円 

４．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額の算定にあたり、譲渡収

入額から控除した費用の額 

1,000,000円 

５．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

額 

121,245,000円 

６．独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構への納付

日 

令和 6年 3月 26日 

７．減資額 44,355,000円 

 

（収益認識に関する注記） 

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第 77 における収益に重要性が乏しいため、注記を省略し

ております。 

１. 収益の分解情報 当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、基準第 77 を適用す

る取引に係る主なサービ ス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病院収益 41,021,767千円

であります。 

２. 収益を理解するための基礎となる情報 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記） 

１．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

Ⅰ 業務費用 

（１） 損益計算書上の費用 86,134,729千円 

（２） （控除）自己収入等 △63,114,918千円 

業務費用合計 23,019,811千円 

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 1,625,707千円 

Ⅲ 機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による 

貸借取引の機会費用 157,388千円 

政府出資の機会費用 862,683千円 

無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用 47,376千円 1,067,447千円 

Ⅳ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 25,712,966千円 

 

２．機会費用の計上方法 

（１） 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。 

（２） 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 
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「国立大学法人法等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の算

定に係る利回りについて（通知）」（令和６年４月１１日付け６文科高第２１号）に基づき、０.７２

５％で計算しています。 

（３） 国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

「国立大学法人法等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の算

定に係る利回りについて（通知）」（令和６年４月１１日付け６文科高第２１号）に基づき、０.７２

５％で計算しています。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

（その他） 

金額の端数処理は、項目毎に四捨五入を行っているため、合計額と合致しない場合があります。 
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附属明細書 
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（５）　有価証券の明細

（５）－１　流動資産として計上された有価証券 　 （単位：千円）

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照
表計上額

当期損益に含
まれた評価差額

摘要

外貨建て社債　三菱UFJ銀行　2024年満期 299,285 285,795 410,484 -
国立大学法人法第33条の5第2
項に基づく取得 額面270万ドル

計 299,285 285,795 410,484 -

種類及び銘柄 取得価額 時価
貸借対照
表計上額

当期損益に含
まれた評価差額

摘要

外貨建てMMF　ダイワ外貨MMF 44,592 52,307 52,307 -
国立大学法人法第33条の5第2
項に基づく取得345,466.85ドル

外貨建てMMF　ベイドルニッコウマネーマーケットファンド 16,859 23,105 23,105 -
国立大学法人法第33条の5第2
項に基づく取得152,601.09ドル

計 61,451 75,412 75,412 -

(控除)引当特定資産
に含まれている額

-

 貸借対照表
 計上額

485,896

その他
有価証券

満期保有
目的債券
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（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券 　

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額

当期損益に
含まれた
評価差額

社債5年　日本航空第10回 504,190 500,000 501,936 - 

社債5年　楽天カード第4回 497,330 500,000 498,647 - 

社債15年　北海道電力第323回 110,380 100,000 105,851 - 

社債10年　中国電力第418回 99,699 100,000 99,839 - 

公債10年　兵庫県令和4年度第4回 10,000 10,000 10,000 - 

計 1,221,599 1,210,000 1,216,273 - 

種類及び銘柄 取得価額 時価
貸借対照表

計上額

当期損益に
含まれた評

価差額

その他有
価証券評
価差額

摘要

（株）Integral Geometry Science　新株予約権 0 0 0 - - 

計 0 0 0 - - 

(控除)引当特定資産
に含まれている額

- 

 貸借対照表
 計上額

1,216,273 

銘柄 取得価額
純資産に

持分割合を
乗じた価額

貸借対照表
計上額

当期損益に
含まれた
評価差額

（株）神戸大学イノベーション 10,000 63,810 10,000 - 

計 10,000 63,810 10,000 - 

 貸借対照表
 計上額

10,000 

その他
有価証券

関係会社
株式

摘要

（単位：千円）

満期保有
目的債券

摘要
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28
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代表理事 谷川　薫 理事 片山　誠一（名誉教授）

理事 佐藤　隆広（教授） 理事 西谷　公孝（教授）

監事 平井　基壽 監事 榎本　正博（教授）

（注）役員の氏名欄（　）書きは当法人における現職名又は最終職名です。

 
 

（注）株式会社科学技術アントレプレナーシップ、株式会社神戸大学イノベーション、株式会社神戸大学キャピタル、KUC1号投資事業有限責任組合については、重要性がないため、連結しておらず、ま
た、持分法を適用しておりません。

公益財団法人
兼松貿易研究基金

　貿易および国際経済に関する研究の奨励・助成を行うことに
より、経済の発展に寄与することを目的とする。上記の目的を
達成するため、次の事業を行う。
１．貿易及び国際経済に関する研究の公開セミナーの開催
２．経済学・経営学・会計学を専攻する全国の大学院生を対象
とする懸賞論文の募集

関連公益法人等

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と当法人との取引の関連図

国立大学法人
神戸大学

公益財団法人
兼松貿易研究基金

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプレナーシップ基金

　出資

株式会社
神戸大学イノベーション

一般社団法人　神緑会

一般財団法人　慈恵団

一般財団法人　建設工学研究所

株式会社
科学技術アントレプレナーシップ

株式会社
神戸大学キャピタル

　出資

KUC1号投資事業有限責任組合

　GP出資

財産貸付料収入

財産貸付料収入・寄附金

財産貸付料収入・寄附金

消耗品費・会議費等

財産貸付料収入・寄附金

寄附金

財産貸付料収入

財産貸付料収入・寄附金

出資・委託費等

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と当法人との取引の関連図

国立大学法人
神戸大学

公益財団法人
兼松貿易研究基金

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプレナーシップ基金

　出資

株式会社
神戸大学イノベーション

一般社団法人　神緑会

一般財団法人　慈恵団

一般財団法人　建設工学研究所

株式会社
科学技術アントレプレナーシップ

株式会社
神戸大学キャピタル

　出資

KUC1号投資事業有限責任組合

　GP出資

財産貸付料収入

財産貸付料収入・寄附金

財産貸付料収入・寄附金

消耗品費・会議費等

財産貸付料収入・寄附金

寄附金

財産貸付料収入

財産貸付料収入・寄附金

出資・委託費等
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(2)特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

●一般社団法人神戸大学科学技術アントレプレナーシップ基金 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

23,307 22 23,285 - - - - - - - - - - （注1）

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

0 - 0 178 - 156 22 △178 △1,607 △1,785 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - - - - 25,070 25,070 23,285 

●株式会社科学技術アントレプレナーシップ （単位：千円）

57,882 2,420 55,461 13,371 849 1,440 

●株式会社神戸大学イノベーション （単位：千円）

125,664 68,596 57,068 285,933 17,815 10,978 

●株式会社神戸大学キャピタル （単位：千円）

25,392 22,195 3,198 33,075 3,230 2,289 

●KUC1号投資事業有限責任組合 （単位：千円）

820,024 1,100 818,924 - △63,076 △63,076 

●一般社団法人神緑会 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

59,931 944 58,987 - - - - - - - - - - （注1）（注2）

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

12,594 - 12,594 16,775 8,611 8,164 - △4,181 63,167 58,987 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - - - 58,987 

●一般財団法人慈恵団 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

689,103 250,161 438,942 1,716,975 1,699,627 17,349 6,300 14,558 △8,258 - 14,146 △14,146 △5,056 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

1,717,013 - 1,717,013 1,744,657 1,715,455 29,081 122 △27,644 463,587 435,942 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - 3,000 3,000 438,942 

収益の内訳 費用の内訳

指定正味財産増減の部

収　益

指定正味
財産

期首残高

指定正味
財産

期末残高

一般正味
財産

期末残高

収　益

一般正味
財産

期首残高

費用の内訳

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

正味財産
当期

収支差額

負　債

当期増減額
一般正味

財産
期首残高

一般正味財産増減の部

収　益 費　用
一般正味

財産
期末残高

収益の内訳

資　産

収　益

基金増減の部

当期増減額
基金

期首残高
基金

期末残高

正味財産
期末残高

当期増減額

当期純損益
資本金
及び

剰余金

費　用
指定正味

財産
期首残高

収益の内訳 費用の内訳

売上高 経常損益

費　用

費用の内訳

指定正味
財産

期末残高

備考

指定正味財産増減の部

負　債
資本金
及び

剰余金
売上高 経常損益

収益の内訳

当期純損益 備考

一般正味財産増減の部

資　産

一般正味
財産

期末残高
収　益

資　産 負　債

費　用

当期増減額

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

当期
収支差額

収益の内訳

正味財産
期末残高

当期増減額費　用

当期
収支差額

資　産 負　債
資本金
及び

剰余金
売上高 経常損益 当期純損益 備考

資本金
及び

剰余金
売上高 経常損益 当期純損益 備考

一般正味財産増減の部

正味財産

財務活動収支の部
正味財産

正味財産
期末残高

費　用

収益の内訳 費用の内訳

指定正味財産増減の部

当期増減額

費用の内訳
当期増減額

一般正味
財産

期首残高

指定正味
財産

期首残高

指定正味
財産

期末残高
収　益
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